
令和７年度沖縄地方最低賃金審議会 

第２回運営小委員会 

 

日 時 令和７年８月６日（水）13:00～ 

場 所 那覇第２地方合同庁舎１号館 

共用大会議室（２階） 

 

 

 

議  事  次  第 

 

 

 

１ 使用者意見概要書について 

 

２ 特定（産業別）最低賃金改正決定の必要性の有無に係る検討について 

 

３ その他 

 

  



令和７年度沖縄地方最低賃金審議会 

第２回運営小委員会資料一覧 

 

 

１ 特定(産業別)最低賃金関係労働者の考え方（再掲） 

・沖縄県糖類製造業                        P１～P２ 

 ・沖縄県各種商品小売業                      P３～P４ 

 ・沖縄県自動車(新車)小売業                    P５～P６ 

 

２ 特定(産業別)最低賃金関係使用者意見概要書      

・沖縄県糖類製造業                        P７～P８ 

 ・沖縄県各種商品小売業                      P９～P10 

 ・沖縄県自動車(新車)小売業                    P11～P12 
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特定（産業別）最低賃金関係使用者意見概要書 

(糖類製造業) 

令和７年７月 28日 

  

 

1．産業別最低賃金の改正の意見・要望 

令和６年産の原料用さとうきびは、台風や干ばつ等の自然災害の影響が少な

く、全般に良好な天候のもと、数年ぶりに 76万トンの生産量を記録した。 

しかしながら、収穫期後半の降雨による操業遅延に加え、時間外労働の上限

規制への対応としての人員増、資材費等の掛かりまし経費の発生等により、各

製糖事業者の経営は昨年から引き続く厳しい状況にある。また、国からは最大

限のコスト削減が求められおり、砂糖消費量の減少、資材費の高騰、円安の進

行等、外的要因も大きい中、老朽化する工場設備及び働き方も含めた合理化・

省人化等に向けた整備も喫緊の課題として対応せざるを得ない状況にある。以

上を踏まえ、糖類製造業において特定(産業別)最低賃金を設定する状況にな

く、改正審議を行う必要性は無いと考える。 

 

〇業界の経済状況 

  年 度  原料処理量 産糖量 売上高 

令和５年度 606,553 ﾄﾝ 70,881 ﾄﾝ 137 

令和６年度 768,719 ﾄﾝ 86,878 ﾄﾝ （157） 

※カッコ内は推定値 
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特定（産業別）最低賃金関係使用者意見概要書 

(各種商品小売業) 
令和７年７月 31日 

 

 

 

1 業界の経済状況 

  2025年度の沖縄県経済は、観光産業を軸に回復基調が続くと予測されており、入域 

観光客数はコロナ禍を経て、順調に回復を見せており、関連消費を押し上げていますが、

その裏側で小売業を含む多くの県内企業は、深刻な構造的課題に直面していると思われ

ます。 

第一に、離島県であるが故の構造的なコスト高です。沖縄県は、原材料や商品の多く

を県外からの移入に頼らざるを得ず、海上・航空輸送コストが価格に恒常的に上乗せさ

れます。近年の全国的なエネルギー・原材料価格の高騰と円安は、この輸送コストと相

まって、県内事業者の仕入れコストを二重に圧迫しています。 

第二に、沖縄県の一人当たり県民所得は依然として全国最下位水準にあり、物価高 

騰は県民の生活に大きな影響を与えています。スーパーの売上高は名目上増加していま

すが、これは物価上昇による影響が大きく、消費者の節約志向は根強いです。このため、

仕入れコストの上昇分を販売価格へ十分に転嫁することは極めて困難であり、企業の利

益率を著しく圧迫していると思われます。 

 

２ 業界の労働状況 

少子高齢化による労働人口の減少を背景に、県内小売業では人手不足が深刻化してい

ると思われます。 

 

３ 産業別最低賃金改正の意見・要望 

（１）脆弱な経営環境：沖縄県の小売業は、島嶼県特有の物流コスト、低い県民所得に起

因する価格転嫁の困難さ、そして他業種との人材獲得競争という、極めて脆弱な経営環

境下に置かれていると思われます。 

（２）市場原理の機能：深刻な人手不足を背景に、賃金は既に市場原理に基づいて上昇傾

向にあり、規制による介入の必要性は低いと思われます。 

（３）供給減少リスク：特定最低賃金の導入は、「年収の壁」問題を深刻化させ、すでに 

不足している労働供給をさらに減少させることで、人手不足を悪化させる副作用が大き

いのではないかと思われます。 

 

以上の理由から、沖縄県の経済実態を看過した画一的な特定（産業別）最低賃金の設定は

必要ないものと思われます。 
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特定（産業別）最低賃金関係使用者意見概要書 

(自動車(新車)小売業) 

 

令和７年７月 30日 

 

 

１ 業界の経済状況 

沖縄県内の新車販売の状況は昨年と比較すると半導体不足の解消や長納期車両

の改善等のおかげもあり好調ですが、自動車業界においては世界的に EV 自動車の

普及加速や米関税引き上げによる影響など今後も引き続き長期に渡り不安定な状

況が続く事が予想され予断を許さない事態であると考えております。 

 

２ 業界の労働状況 

昨今の自動車業界においては人材確保は慢性的な課題であり沖縄県を含め全国

的に専門学校への入学者も減少傾向となり今後も長期的な課題と考えております。

継続的に企業においては社員が安心して働ける環境整備をより一層追求していく

事が必要不可欠で企業にとっては大きな投資となると考えております。 

 

３ 業界の賃金状況 

県内自動車業界の人材不足解消を図る上で賃金改定は必要と認識しております

が、昨今の働き方改革と人材確保の観点からも環境整備への投資を最優先すべきで

最低賃金上乗せは厳しい状況であると考えております。 

 

４ 産業別最低賃金改正の意見・要望 

   労働者にとって賃金改定の重要性は理解できますが、今年度以降も続く業界の経

済状況を鑑みると企業にとっては上記の通り環境整備改善への投資が急務であり

様々な分野で費用が発生します。 

これらのことから自動車小売業（新車）に係る特定（産業別）最低賃金の設定の

必要性は無いものと考えます。 
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